
審決

無効２０１７－８００１５８

大阪府大阪市中央区北久宝寺町３－６－１２和田ビル２階
請求人 ベノア・ジャパン 株式会社

大阪府大阪市東淀川区西淡路１－３－２６ 弥生新大阪第１ビル７０６号
代理人弁理士 ▲高▼山 嘉成

大阪府大阪市北区西天満４－１１－２２ 阪神神明ビル２階 スター綜合法律事
務所
代理人弁護士 冨宅 恵

愛知県名古屋市中村区本陣通二丁目３２番
被請求人 株式会社 ＭＴＧ

岐阜県岐阜市大宮町二丁目１２番地１
代理人弁理士 小林 徳夫

　上記当事者間の特許第５２３０８６４号発明「美肌ローラ」の特許無効審
判事件について、次のとおり審決する。

結　論
　本件審判の請求を却下する。
　審判費用は、請求人の負担とする。

理　由
第１　本件特許の経緯
　本件特許第５２３０８６４号（以下、単に「本件特許」という。）につい
ての特許出願は、平成１９年１２月１４日に出願した特願
２００７－３２４０７７号であって、平成２５年３月２９日に請求項１ない
し７に係る発明についての特許が設定登録された。
　本件請求項１ないし７に係る発明についての特許に対して、平成２８年７
月２１日付けで無効審判請求人　ベノア・ジャパン株式会社より無効審判
（無効２０１６－８０００８５号、以下、「先の無効審判」という。）の請
求がされ、平成２９年４月１８日付けで「本件審判の請求は、成り立たな
い。」との審決がされ、この審決は、平成２９年５月２９日に確定し、登録
がされている。

第２　本件無効審判の経緯
　本件無効審判の経緯は以下のとおりである。

平成２９年１２月２５日　　　先の無効審判における請求人と同じ請求人
　　　　　　　　　　　　　　であるベノア・ジャパン株式会社による



　　　　　　　　　　　　　　本件無効審判請求
　　　　　　　　　　　　　　（無効２０１７－８００１５８号）
平成３０年　３月２６日　　　被請求人株式会社ＭＴＧによる
　　　　　　　　　　　　　　審判事件答弁書
　　　　　　　　　　　　　　（以下単に「答弁書」という。）提出
平成３０年　４月　４日付け　請求人に対する審尋
平成３０年　４月２４日　　　請求人による回答書（１）提出
平成３０年　５月２８日付け　請求人に対する審尋
平成３０年　６月２７日　　　請求人による回答書（２）提出
平成３０年　６月２７日　　　請求人による弁駁書提出
　
　なお、本審決において、記載箇所を行により特定する場合、行数は空行を
含まない。また、特許法の条文を使用する際に「特許法」という表記を省略
することがある。

第３　本件特許発明
　本件特許の請求項１ないし７に係る発明は、願書に添付された明細書及び
図面の記載からみて、その特許請求の範囲に記載された次のとおりのもので
ある。（以下「本件特許発明１」などということがある。また、これらをま
とめて単に「本件特許発明」ということがある。）
「【請求項１】
柄と、
前記柄の一端に導体によって形成された一対のローラと、
生成された電力が前記ローラに通電される太陽電池と、を備え、
前記ローラの回転軸が、前記柄の長軸方向の中心線とそれぞれ鋭角に設けら
れ、
前記一対のローラの回転軸のなす角が鈍角に設けられた、
美肌ローラ。
【請求項２】
導体によって形成された一対のローラと、
前記一対のローラを支持する把持部と、
生成された電力が前記ローラに通電される太陽電池と、を備え、
前記ローラの回転軸が、前記把持部の中心線とそれぞれ鋭角に設けられ、
前記一対のローラの回転軸のなす角が鈍角に設けられた、
美肌ローラ。
【請求項３】
前記ローラが金属によって形成されていることを特徴とする、請求項１又は
２に記載の美肌ローラ。
【請求項４】
前記ローラが金属の酸化物によって形成されていることを特徴とする、請求
項１乃至３のいずれか１項に記載の美肌ローラ。
【請求項５】
前記金属が、
プラチナ、チタン、ゲルマニウム、ステンレス
から１種類以上選ばれることを特徴とする、請求項３又は請求項４に記載の
美肌ローラ。
【請求項６】
前記ローラが光触媒を含むことを特徴とする、請求項１乃至５のいずれか１
項に記載の美肌ローラ。
【請求項７】
前記光触媒が酸化チタンであることを特徴とする、請求項６に記載の美肌
ローラ。」

第４　請求人の主張
１　請求の趣旨



　請求人の主張する請求の趣旨は、本件特許発明についての特許を無効とす
る、との審決を求めるものである。

２　証拠方法
　請求人が提出した証拠方法は、以下のとおりである。

甲第１号証：特開２００５－６６３０４号公報の写し
　　　　　　（以下、写しである旨の表記は省略する。）
甲第２号証：特開平２－１３１７７９号公報
甲第３号証：特開平３－９２１７５号公報
甲第４号証：特開平４－２３１９５７号公報
甲第５号証：特開２００４－３２１８１４号公報
甲第６号証の１：韓国意匠登録第３０－０３９９６９３号公報
甲第６号証の２：韓国意匠登録第３０－０３９９６９３号公報の翻訳文
甲第７号証の１：台湾実用新案公報Ｍ２５８７３０号公報
甲第７号証の２：台湾実用新案公報Ｍ２５８７３０号公報の翻訳文
甲第８号証：登録実用新案第３１０９８９６号公報
甲第９号証の１：韓国デザイン審査基準
甲第９号証の２：韓国デザイン審査基準の翻訳文

３　請求の理由の要点
　請求の理由は、請求人の主張の全趣旨を踏まえ、その要点は以下のとおり
である。

（１）本件特許発明１ないし５は、甲第１号証に記載された発明、甲第２号
証又は甲第３号証に記載された発明、及び甲第４号証ないし甲第７号証のい
ずれかに記載された発明に基づいて、当業者が容易に発明をすることができ
たものであるから、特許法第２９条第２項の規定により特許を受けることが
できないものであり、その特許は同法第１２３条第１項第２号に該当し、無
効とすべきである。

（２）本件特許発明６及び７は、甲第１号証に記載された発明、甲第２号証
又は甲第３号証に記載された発明、甲第４号証ないし甲第７号証のいずれか
に記載された発明、及び甲第８号証に記載された発明に基づいて、当業者が
容易に発明をすることができたものであるから、特許法第２９条第２項の規
定により特許を受けることができないものであり、その特許は同法第１２３
条第１項第２号に該当し、無効とすべきである。

（３）先の無効審判の審決（以下、「先の審決」ということがある。）が、
１つの相違点（相違点２）のみを判断しており、先の審決の「１つの相違点
（相違点２）」に関する証拠と、本件無効審判における証拠とが共通してい
たとしても、先の審決における他の相違点（相違点１）に関する証拠と、本
件無効審判における証拠とは異なるものであるから、本件無効審判請求は同
一の証拠に基づく審判請求ではなく、特許法第１６７条に違反するものでは
ない。（請求人弁駁書第２ページ、請求人回答書（２）第１ページ）

第５　被請求人の主張
１　要点
　これに対し、被請求人は、概略以下の理由に基づき、本件審判は、特許法
第１６７条の規定により審判請求することができないものであるとして、本
件審判請求は成り立たないとの審決を求めている。

２　主張の概要
　被請求人の主張の概要は、以下のとおりである。
　



（１）本件無効審判において請求人が主張する無効理由は、本件特許発明１
ないし７が特許法第２９条第２項の規定により特許を受けることができない
ものであるという点で先の審決と同じ無効理由である。（答弁書第５ページ
中段付近）

（２）証拠については、先の審決と本件無効審判とは、同一の「主引用例」
（特開２００５－６６３０４号公報）に記載の発明に基づいて本件特許発明
１等の容易想到性を主張するものであり、また先の審決は容易想到ではない
と判断した「相違点２」（審決注：本件無効審判における相違点１－２が対
応する。）について、本件無効審判では先の審決で使用された証拠と同一の
証拠を用いている。
　本件無効審判における相違点１－１に使用する証拠（甲第２号証、甲第３
号証）は、先の審決では用いられていないが、そもそも先の審決では相違点
１（審決注：本件審判における相違点１－１が対応する。）は、相違点２の
容易想到性がないと判断したことを理由に判断されていない。
　審判請求人は、先の審決において審決の判断に不服があれば、審決取消訴
訟を提起して、同審決の判断の妥当性を争うことができたところ、審判請求
人は先の審決に対しては審取訴訟を提起することなく、同審決は確定した。
にもかかわらず、本件無効審判にて、先の審決が判断した相違点２に対し
て、同一の証拠に基づいて再び容易想到性を主張することは、確定した先の
審決を蒸し返すこととなり、特許無効審判の一回的紛争解決を図るという特
許法第１６７条の趣旨に反するものであることは明らかであり、本件無効審
判は、先の審決と同一の事実及び同一の証拠に基づいて請求したものであ
る。（答弁書第１５ページ中段付近～第１７ページ下段付近）

第６　一事不再理についての当審の判断

１　特許法第１６７条の趣旨及び解釈について
　特許法第１６７条は、特許無効審判の審決が確定したときは、当事者及び
参加人は、同一の事実及び同一の証拠に基づいてその審判を請求することが
できない旨規定している。同条の趣旨は、排他的独占的権利である特許権
（同法第６８条）の有効性について複数の異なる判断が下されるという事態
及び紛争の蒸し返しが生じないように特許無効審判の一回的紛争解決を図る
ために、当事者等に対して一事不再理効を及ぼすものと解される。
　先の特許無効審判の当事者等は、同審判手続において無効理由の存否につ
き攻撃防御をし、また、特許無効審判の審決の取消訴訟が提起された場合に
は、同訴訟手続において当該審決の取消事由の存否につき攻撃防御をする機
会を与えられていたのであるから、「同一の事実及び同一の証拠」について
狭義に解するのは、紛争の蒸し返し防止の観点から相当ではない。
　特に、平成２３年法律第６３号による特許法改正により、同法第１６７条
の第三者効が廃止され、一事不再理効の及ぶ範囲が先の審判の手続に関与し
て主張立証を尽くすことができた当事者及び参加人に限定されたのであるか
ら、第１６７条における「同一の事実及び同一の証拠」の意義については、
特許無効審判の一回的紛争解決を図るという趣旨をより重視して解するのが
相当である。（知的財産高等裁判所平成２７年（行ケ）第１０２６０号参
照）

２　先の審決の理由の概要
　先の無効審判における請求人の主張及び審決の理由の概要は、以下のとお
りである。
（１）先の無効審判における請求人の証拠方法
　先の無効審判において請求人が提出した証拠方法のうち、甲第１号証ない
し甲第９号証は、以下のとおりである。
甲第１号証：特開２００５－６６３０４号公報
（以下、本件無効審判における証拠方法と区別するため、被請求人の表記に
倣って「前甲１」などということがある。また、本件無効審判における証拠
方法を、被請求人の表記に倣って「本甲１」などということがある。）



甲第２号証：特開２００２－６５８６７号公報
甲第３号証：特開昭６０－２２０７号公報
甲第４号証：特開昭６１－７３６４９号公報
甲第５号証：特開平４－２３１９５７号公報
甲第６号証：特開２００４－３２１８１４号公報
甲第７号証の１：韓国意匠登録第３０－０３９９６９３号公報
甲第７号証の２：韓国意匠登録第３０－０３９９６９３号公報の翻訳文
甲第８号証の１：台湾実用新案公報Ｍ２５８７３０号公報
甲第８号証の２：台湾実用新案公報Ｍ２５８７３０号公報の翻訳文
甲第９号証：登録実用新案第３１０９８９６号公報
　
（２）先の無効審判における請求人の請求の理由
　先の無効審判における請求人の請求の理由は概略以下のとおりである（先
の審決の第２「請求人の主張」欄参照）。

ア　無効理由１
　本件特許の請求項１ないし５に係る発明は、前甲１に記載された発明、前
甲２ないし前甲４に記載された周知技術、及び前甲５、前甲６、前甲７の
１、又は前甲８の１に記載された発明のいずれかの発明に基づいて、出願前
に当業者が容易に発明することができたものであるから、特許法第２９条第
２項の規定により特許を受けることができないものである。

イ　無効理由２
　本件特許の請求項６及び７に係る発明は、前甲１に記載された発明、前甲
２ないし前甲４に記載された周知技術、前甲５、前甲６、前甲７の１、又は
前甲８の１に記載された発明のいずれかの発明、及び前甲９に記載された発
明に基づいて、出願前に当業者が容易に発明することができたものであるか
ら、特許法第２９条第２項の規定により特許を受けることができないもので
ある。

（３）先の審決の理由の概要
（３－１）本件特許発明１
ア　主引用例との対比
　先の審決は、本件特許発明１と主引用例たる前甲１に記載された発明と一
致点及び相違点を以下のように認定した（先の審決の第４の２（２）
（２－１）「対比」欄参照）。

（ア）一致点
「柄と、
前記柄の一端に導体によって形成された一対のローラと、
生成された電力が前記ローラに通電される電池と、を備えた
肌に適用するローラ。」

（イ）相違点
＜相違点１＞
　ローラに通電される電力に関して、本件特許発明１では、「太陽電池」に
よって生成するのに対し、前甲１に記載された発明では、「乾電池４００」
によって生成する点。
＜相違点２＞
　一対のローラと柄の関係に関して、本件特許発明１では、「ローラの回転
軸が、柄の長軸方向の中心線とそれぞれ鋭角に設けられ、一対のローラの回
転軸のなす角が鈍角に設けられ」ているのに対し、前甲１に記載された発明
では、「ローラ１００，１００の回転軸である横軸部２１０が、把持部
３００の中心線とそれぞれ直角に設けられ、一対のローラ１００，１００の
回転軸である横軸部２１０のなす角が１８０度である」点。



＜相違点３＞
　肌に適用するローラが、本件特許発明１は「美肌ローラ」であるのに対
し、前甲１に記載された発明は「マッサージ器」である点。

イ　相違点についての判断
　先の審決は、前甲１に記載された発明において、前甲５、前甲６、前甲７
の１、及び前甲８の１いずれの記載された事項を適用する動機付けがあると
はいえないし、適用することに阻害要因があると認められるとして、上記相
違点２に係る本件特許発明１の構成を前甲１並びに前甲５、前甲６、前甲７
の１、及び前甲８の１に記載された発明から想到することが容易になし得た
とはいえないとした。
　そして先の審決は、相違点２を容易想到とすることはできないので、相違
点１及び相違点３について検討するまでもなく、本件特許発明１は、請求人
の提出した証拠に記載された発明に基づいて、当業者が容易に発明をするこ
とができたものではないとした。

（３－２）本件特許発明２
　先の審決は、本件特許発明２については、本件特許発明１についての相違
点と同様の相違点１ないし相違点３において、前甲１に記載された発明と相
違するとした。
　そして先の審決は、相違点２については本件特許発明１における検討と同
様、前甲１に記載された発明等から容易に想到し得えないとし、したがっ
て、相違点１及び相違点３について検討するまでもなく、本件特許発明２
は、請求人の提出した証拠に記載された発明に基づいて、当業者が容易に発
明をすることができたものではないとした。

（３－３）本件特許発明３～５
　先の審決は、本件特許発明３～５は、本件特許発明１又は本件特許発明２
の構成をその構成の一部とするものであるから、本件特許発明１又は本件特
許発明２と同様の理由により、当業者が容易に発明をすることができたもの
ではないとした。

（３－４）本件特許発明６及び７（無効理由２）
　先の審決は、本件特許発明６及び７は、本件特許発明１～５をその構成の
一部とするものであるから、本件特許発明１等と同様の理由により、当業者
が容易に発明をすることができたものではないとした。

３　当審の判断
（１）本件特許発明１等について
ア　先の無効審判と本件無効審判における請求人（当事者）は、いずれもベ
ノア・ジャパン株式会社であり、「当事者」の同一性は明らかである。
　この点は、本件特許発明２ないし７についても同様である。

イ　次に、先の審決と本件無効審判とは、同一の主引用例たる前甲１及び本
甲１（特開２００５－６６３０４号公報）に記載の発明に基づいて本件特許
発明１等の容易想到性を主張するものである。

ウ　そして、本件無効審判において請求人は、先の審決と同様、本件特許発
明１と本甲１記載の発明とは、同様の相違点１ないし３において相違すると
する（本件無効審判に関しては請求書第３１ページ中段付近参照）ところ、
そのうち、相違点２を容易想到とする証拠は、以下のとおり本件無効審判と
先の審決とで全く同一である。

＜先の審決における相違点２に関する証拠＞
前甲５：特開平４－２３１９５７号公報
前甲６：特開２００４－３２１８１４号公報



前甲７の１：韓国意匠登録第３０－０３９９６９３号公報
前甲８の１：台湾実用新案公報Ｍ２５８７３０号公報

＜本件無効審判における相違点２（請求書においては「相違点１－２」）に
関する証拠＞
本甲４：特開平４－２３１９５７号公報
本甲５：特開２００４－３２１８１４号公報
本甲６の１：韓国意匠登録第３０－０３９９６９３号公報
本甲７の１：台湾実用新案公報Ｍ２５８７３０号公報

エ　上記２（３）にて指摘したように、確定した先の審決は、相違点２を上
記証拠（前甲５ないし前甲８の１）から容易想到とすることはできないの
で、相違点１及び相違点３について検討するまでもなく、本件特許発明１
は、当業者が容易に発明をすることができたものではないとしたものであ
る。そして、請求人は先の審決に対し審決取消訴訟で争うことができたにも
かかわらず、訴えを提起することなく先の審決は確定している。

オ　本件無効審判は、確定した先の審決と同一の主引用例に基づいて本件特
許発明１等の容易想到性を主張するものであり（上記イ）、主引用例以外の
証拠についても、先の審決において唯一判断が示された相違点２について
は、上記ウにて示したとおり前甲５ないし前甲８の１と全く同一の本甲４な
いし本甲７の１に基づいて、容易想到性を主張している。
　そうすると、本件無効審判において実質的な容易想到性の判断をするとな
れば、再び、相違点２について同一の事実及び同一の証拠に基づいて容易想
到性の判断をすることとなり、同じ請求人による同一争点の蒸し返しと言わ
ざるを得ない。

カ　もっとも、先の審決において判断されていない相違点１に関する周知技
術の存在を裏付ける証拠は、上記前甲２（特開２００２－６５８６７号公
報）、前甲３（特開昭６０－２２０７号公報）、及び前甲４（特開昭
６１－７３６４９号公報）であるところ、本件無効審判において請求人は、
同様の相違点１（相違点１－１）に関し、同様の技術事項を裏付ける証拠
を、本甲２（特開平２－１３１７７９号公報）及び本甲３（特開平
３－９２１７５号公報）に差し替えている。　

キ　しかしながら、上記「１　特許法第１６７条の趣旨及び解釈について」
にて示したように、特許法第１６７条における「同一の事実及び同一の証
拠」の意義について、特許無効審判の一回的紛争解決を図るという趣旨をよ
り重視して解するのが相当であることを踏まえれば、確定した先の審決にお
いて、共通の相違点２について、先の審決と本件無効審判請求における共通
証拠たる前甲５ないし前甲８の１から容易想到とすることはできないとさ
れ、本件無効審判請求においても、該相違点２について、先の審決と同一の
事実及び同一の証拠に基づく主張がなされている以上、これとは別の相違点
１について新たに判断が示され、争点化することは、その理由がなく、通常
考えられない。
　よって、先の審決において判断されていない相違点１に関する証拠が異な
るものであるとしても、実質的に見れば、先の審決と本件無効審判の請求と
が「同一の事実及び同一の証拠」に基づいてなされたと解するのが、上記１
の特許法第１６７条の趣旨にかなうものというべきである。

ク　以上を総合すると、本件無効審判は確定した先の審決と主引用例が同一
であり、主引用例以外の先の審決で判断していない相違点に関する周知技術
及びそれと同様の技術事項を裏付ける証拠の一部を差し替えたに過ぎないこ
と、請求人は先の審決に対し訴えを提起することができたにもかかわらず先
の審決を確定させたものであること、及び上記特許法第１６７条の趣旨を踏
まえ、本件無効審判における本件特許発明１に対する請求は、同一請求人



が、先の審決と同一の事実及び同一の証拠に基づいて請求したものというの
が相当である。

ケ　また、仮に相違点１に関する証拠差し換えの点について検討したとして
も、請求人は先の請求において、「生体に電流を流す際に、太陽電池を用い
ること」なる技術事項が周知技術であると主張し、前甲２～４はそれを裏付
けるために提示されたものであり、本件無効審判請求においても同様の技術
事項を示す証拠として本甲２～３を差し替えて提示しているのであるから、
周知技術との明示的な主張の有無に関わらず、信義則（禁反言の原則）に照
らせば、該本甲２～３もまた周知技術を裏付ける証拠といえる。一方、周知
技術については証拠に基づく認定を要しない（最判昭54（行ツ）134号）。
よって、相違点１に関し、周知技術の裏付けとなる証拠を差し替えた点は、
認定や提示を要しない周知技術を裏付ける証拠についてのことであるから、
本件無効審判請求が同一の事実及び同一の証拠に基づいて請求されたとの判
断に影響を与えない。

（２）本件特許発明２について
　先の審決は、本件特許発明２について、本件特許発明１と同様の相違点２
を挙げ、本件特許発明１における検討と同様、前甲１等に記載された発明か
ら容易に想到し得えないとしたものである（上記２（３）（３－２））。そ
して、本件無効審判においても、相違点２を容易想到とする証拠は、本件無
効審判と先の審決とで全く同一である。したがって、本件特許発明１におけ
る検討と同様、本件特許発明２に対する請求も、先の審決と同一の事実及び
同一の証拠に基づいて請求したものというのが相当である。

（３）本件特許発明３～７について
　本件特許発明３～７の容易想到性について、本件無効審判においても、本
件特許発明１及び２が容易想到であることを前提としている点で、先の審決
と同様である。
　したがって、本件特許発明１及び２における検討と同様、本件特許発明
３～７に対する請求も、先の審決と同一の事実及び同一の証拠に基づいて請
求したものというのが相当である。

第７　まとめ
　したがって、本件審判請求は、特許法第１６７条の規定に違反してされた
不適法な審判請求であるから、特許法第１３５条の規定により却下すべきも
のである。
　よって結論の通り審決する。
　審判費用については、特許法第１６９条第２項で準用する民事訴訟法第
６１条を適用して、結論のとおり審決する。

平成３０年　８月　８日

　　審判長　　特許庁審判官 高木 彰
特許庁審判官 長屋 陽二郎
特許庁審判官 瀬戸 康平

（行政事件訴訟法第４６条に基づく教示）　　　　　　　　　　　　　　　
　この審決に対する訴えは、この審決の謄本の送達があった日から３０日
（附加期間がある場合は、その日数を附加します。）以内に、この審決に係
る相手方当事者を被告として、提起することができます。
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